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６． 将来ビジョン・脱炭素シナリオの作成  

６．１ 将来ビジョン 

上位計画である総合計画、環境基本計画の内容と国、県の動向を見据えつつ、将来ビジョンを設定す

る。なお、北茨城市はゼロカーボンシティを宣言していることから、2050 年に CO2排出量をゼロにして

いくことを達成することが重要になる。北茨城市は工業団地を有し CO2排出量の多い特定事業者が多い

という特徴があり、2050 年カーボンニュートラル実現のためには、何よりも事業者の取組みの促進が不

可欠である。 

一方で、本市はゆたかな自然にめぐまれた住みやすいまちであり、全ての人が輝き幸せを感じるまち

を目指している。 

そこで、将来ビジョンを「官民民連携による脱炭素を通じた活力にあふれるまちづくりの実現～自然

と共生した快適都市～」と設定した。その上で、将来ビジョンを実現するための施策の方針として、民

間企業の脱炭素への取組みの側面支援等 6 つを設定して進めていくこととした。 

将来ビジョンとそれに紐づく 6 つの方針については、下図の通りである。 

 

図 27 将来ビジョンと 6 つの方針 
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Memo 

 

■PPA モデル 

PPA モデル（Power Purchase Agreement）とは電力販売契約という意味で第 3 者保有モデルとも呼ば

れている。企業や自治体が保有する施設の屋根や遊休地を事業者が借り、無償・初期投資なしで太陽光

等の発電設備を設置し、発電した電力を企業や自治体が施設で使うことにより月々の電気料金と CO2

排出量の削減が可能になる。設備の保有は第 3 者（事業者または別の出資者）が持つ形になるため資産

保有することなく再生可能エネルギーの利用が実現できる。契約期間は 20 年程度が一般的であり、契

約期間中は太陽光等の発電設備の管理・運営は事業者に任せることができる。契約期間満了後は需要家

が太陽光発電設備を譲り受ける仕組みになっている。 

PPA モデルには施設の屋根や敷地内で設置するオンサイト PPA と敷地外に設置するオフサイト PPA

の 2 種類がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 28 PPA モデルによる事業スキーム 

■ブルーカーボン 

ブルーカーボンとは、沿岸・海洋生態系に取り込まれ、そのバイオマスやその下の土壌に蓄積さ

れる炭素のことを言う。2009 年に公表された国連環境計画（UNEP）の報告書「Blue Carbon」にお

いて定義され、吸収源対策の新しい選択肢として世界的に注目が集まるようになった。ブルーカー

ボンの主要な吸収源は、藻場（海草・海藻）や干潟等の塩性湿地、マングローブ林があげられ、こ

れらは「ブルーカーボン生態系」と呼ばれている。 
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図 29 ブルーカーボンの種類 

（出典）環境省 ブルーカーボンについてより抜粋 

 

環境省では、2013 年に作成された IPCC 湿地ガイドラインを踏まえつつ、ブルーカーボン生態系

（マングローブ林、湿地・干潟、海草藻場・海藻藻場）の排出・吸収量の算定・計上に向けた検討を  

進めている、2023 年 4 月に国連へ報告したインベントリでは、我が国として初めて、ブルーカーボン

生態系の一つであるマングローブ林による吸収量 2,300 トンを計上する等国でも取組みが進められて

いる。 

 

図 30 ブルーカーボンの算定に向けた取り組み 

（出典）環境省 ブルーカーボンについてより抜粋 
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■カーボンファーミング 

カーボンファーミング（Carbon Farming）とは、大気中の CO2 を土壌に取り込んで、農地の土壌の質

を向上させ温室効果ガスの排出削減を目指す農法で、環境再生型農業とも呼ばれている。 

地球温暖化対策計画の目標の中に農林水産分野の位置付けの一つに農地土壌吸収源対策が 2030 年度

目標：850 万 t-CO2(696～890 万 t)と位置付けられている。 

 

図 31 カーボンファーミングについて 

（出典）農林水産省 農業分野における気候変動・地球温暖化対策についてより抜粋  
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６．２ 脱炭素シナリオの作成 

脱炭素シナリオを作成する目的は、将来ビジョンに基づき、2050 年までの脱炭素社会実現のための

削減目標に対して必要な削減量（ギャップ）を把握することで、「ギャップを埋めるための対策・施

策」をどこまで実施していくかを検討するところにある。作成の手順は、下図の通りである。 

 

図 32 脱炭素シナリオの検討手順 

 

必要な削減量（ギャップ）の把握 

2050 年度カーボンニュートラルに向けて必要な削減量（ギャップ）は、4 章において検討した BAU

ケースに電力排出係数の低減効果を加味したケースと本市における排出量の 7 割を占める産業部門のう

ち事業者ヒアリングを経て確認した目標値を加味したケースの 3 つを 2050 年カーボンニュートラルケ

ースと比較することにより把握した。 

この考え方を下図に示す。目標に対するギャップは、2030 年度で 51 千 t-CO₂/年、2050 年度で 170 千

t-CO₂/年となる。これらのギャップを埋める対策を挙げ脱炭素社会へのシナリオを検討する。 

 

図 33 温室効果ガス排出量（将来推計） 

削減目標に対して必要な削減量
（ギャップ）の確認

ギャップを埋めるための対策・施策の
検討

脱炭素シナリオの検討

ステップ1 ステップ2 ステップ3

• 温室効果ガス排出量の将来推
計結果から、脱炭素化に向けた
削減目標（2030年度・2050年
度）に向けて必要な削減量を把
握する。

• ステップ1で検討したギャップを埋め
るために必要な対策・施策を検討
する。

対策・施策の例）
再生可能エネルギの最大限導入
森林吸収の活用
事業者の省エネの普及啓発

・・・等

• ステップ2で検討した対策・施策に
関して実施時期や実施体制を検
討し、具体的な貴市の脱炭素化
に向けたシナリオを検討する。
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2050 年カーボンゼロに向けての排出量の推移 

脱炭素社会へ向けた取組みは本市以外でも活発に実施されており、国や茨城県における取組みにより

本市内の CO2排出量を削減する効果も期待できる。そこで、「国・茨城県が進めている 2030 年度の削減

目標に向けた取組」 を反映した排出量を設定した。産業部門目標値排出低減ケースを検討する際に事

業者ヒアリングにて確認した取組みと重複している産業部門の取組みを除くと 2030 年度までに 49 千 t-

CO₂/年の削減が見込まれ、温室効果ガス排出量は 426 千 t-CO₂/年（2013 年度比 ▲46%）となる。さら

に、2030 年度以降も取組みは継続されると想定し、2050 年度の排出量は 121 千 t-CO₂/年（2013 年度比 

▲85%）となる。また、図 35 に示す市内にある森林が吸収できる CO2排出量を考慮すると 2050 年カー

ボンニュートラルを達成するために必要な削減量は、77 千 t-CO₂/年となる。 

 

図 34 国・県の取組みおよび森林吸収による温暖化効果ガス排出量の削減 

 

森林による吸収量 

「八溝多賀地域森林計画書」 を基に 2013～2018 年度の蓄積（m³）を確認し、市域全体における森林

吸収量を算出した。炭素備蓄量が 6 年間で 72,443 t-CO₂/年増加したため、CO₂吸収量は 44,271 t-CO₂/年と

なる。 

 

図 35 森林による吸収量  


